
【様式】

公 社 等 の 名 称 ：

随意契約の根拠
（地方自治法施行令

適用条項）
随意契約とした理由

1 新事業創出支援事業

県内企業に対する新
たなビジネスモデル
の実現に向けた伴走
支援の業務委託

16,893,131
第167条の2第1項
第2号

　本県では、県経済をけん引する企業の育成を図るた
め、産学金労官の13機関で構成する宮崎県企業成長促
進プラットフォーム（以下「プラットフォーム」とい
う。）を設置し、構成機関の一つであり、かつ、企業
支援において中心的な役割を担う宮崎県産業振興機構
を事務局とし、中核企業へと成長することが期待でき
る「成長期待企業」を31社認定するとともに、プロ
ジェクトマネージャー等が関係機関と連携しながら、
伴走型の集中支援を行ってきた結果、売上高・雇用数
の増加など一定の成果があったところである。
　本事業は、環境の変化に対応するための取組を行う
企業を「宮崎県次世代リーディング企業」として数社
認定し、中小企業診断士や会計士等の資格を有する支
援チームを構築して、企業の新たなビジネスモデルの
実現に向けて伴走支援を行うものであるが、複数企業
の事業戦略やニーズ、専門性の高い課題など様々な要
素を踏まえ、新たな企業成長につなげるべく企業に寄
り添った集中的支援を展開する必要があることから、
業務の委託先としては、様々な企業支援ノウハウや多
方面へのコネクションを有し、支援ツールにも精通す
る企業支援の中核的役割を担う者であることが求めら
れる。
　柔軟かつ効果的に事業を実施できるのは、これまで
プラットフォームの事務局を担い、支援ノウハウが豊
富な宮崎県産業振興機構以外になく、同機構に支援
チームを構築して事業を実施する。

商工観光労働部
企業振興課

2
技術開発支援コーディ
ネート事業業務委託

県内企業の研究開発
等をサポートする技
術開発コーディネー
ターの設置

4,112,759
第167条の2第1項
第2号

　当業務は、新技術開発や技術の活用等により新たな
事業を創出しようとする県内企業に対して、技術シー
ズを有する研究機関・企業等とのマッチングや研究開
発事業の進捗管理、国等の競争的研究開発資金の獲得
支援など、技術開発の各段階に応じた支援を伴走型で
実施するものである。
　そのため、受託者には、①技術開発に関する知見
と、研究開発事業の進捗管理等を遂行する能力を有す
るとともに、競争的研究開発資金等の情報収集力があ
り、②技術開発ニーズ又は技術シーズをもつ県内の事
業者及び関係機関の情報を有し、連携がとれることな
どが求められる。
　上記を全て満たし、本事業を適正かつ効果的に実施
できる相手方は、①国等の共同研究プロジェクトの組
立・管理運営の実績が豊富であり、技術開発に関する
知見が深く、②県内唯一の中小企業支援センター（中
小企業支援法第７条）として、県内企業の状況を熟知
するとともに、技術シーズをもつ大学・公設試等研究
機関とのマッチング実績も多く、関係機関との連携も
図ることができる（公財）宮崎県産業振興機構以外に
はない。

商工観光労働部
企業振興課

3

東九州メディカルバ
レー構想拠点強化事業
メディカルバレー推進
コーディネーター等配
置事業委託

地場企業の医療機器
産業への新規参入や
取引拡大を図るた
め、メディカルバ
レー推進コーディ
ネーター等を配置す
る業務の委託

4,571,327
第167条の2第1項
第2号

　本事業の委託先の条件としては、県内企業の状況を
熟知していること、医療機器産業への知見が深く、県
内での医療機器の研究開発支援が可能な人材、県外で
の医療機器販路開拓支援が可能な人材及び薬機法など
の法に基づく薬事申請に精通した人材を配置し、かつ
東九州メディカルバレー構想の取組である医療機器産
業の集積に向けた支援を県と一体となって推進できる
必要がある。
　公益財団法人宮崎県産業振興機構は、中小企業支援
法第７条で指定された中小企業支援センターに位置づ
けられ県内企業の状況を熟知しているとともに、県内
外の医療機器産業を含むものづくり企業とのネット
ワークを有し、医療機器産業を熟知した人材等を配置
することができる。
　また、東九州メディカルバレー構想宮崎県推進会議
の構成員として構想策定当初から県と一体となって構
想の取組を進めており、本業務を受託するための全て
の条件を満たす唯一の団体である。

商工観光労働部
企業振興課
食品・ﾒﾃﾞｨｶﾙ産
業推進室

公益財団法人宮崎県産業振興機構

令和４年度　県と公社等との随意契約の締結状況

随意契約とした理由等
契約所管部局
・課（室）名

№ 契約の名称 契約の概要
契約金額
（税込）

（単位：円）
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4
中山間地域産業振興セ
ンター運営事業業務委
託

中山間地域の産業振
興に資する商品開
発、販路開拓、相談
対応等に係る業務委
託

8,539,331
第167条の2第1項
第2号

　本事業は、中山間地域における新たな産業振興等を
図る目的で、常駐コーディネーターを配置し、地域経
済を担う物産販売所における商品の開発及び改良、販
路拡大に向けた取組の支援のほか、コミュニティビジ
ネスについての支援を行うものである。
　産業振興に関する専門的知見、ノウハウを有すると
ともに、ワンストップで対応し、迅速かつ、効果的な
支援が必要であるが、公益財団法人宮崎県産業振興機
構のほかに適切に実施できる団体がないため、随意契
約を締結している。

総合政策部
中山間・地域政
策課

5
フードビジネス推進基
盤強化事業業務委託

「みやざきフードビ
ジネス相談ステー
ション」の運営等

47,370,717
第167条の2第1項
第2号

　平成25年11月に、「みやざきフードビジネス相談ス
テーション（以下「ステーション」という。）」を設
置し、各分野の専門家が関係機関と連携しながら、新
商品開発や販路拡大等の支援を行っており、その結
果、支援企業において売上高や雇用者数が増加するな
ど、フードビジネスの振興を図る上で重要な役割を果
たしている。
　ステーションの運営に当たっては、相談内容に応じ
て専門家を配置できること、関係支援機関と緊密な連
携がとれること及びこれまでの相談実績を踏まえた効
果的な事業者支援ができることなどが必要不可欠であ
り、公益財団法人宮崎県産業振興機構は、県全域を網
羅でき、各支援機関との連携が可能であるとともに、
事業者からの各種相談対応やコーディネート等のノウ
ハウを有しているなど、ステーションを運営する上で
必要となる要件を具備している。
　また、これまでにも本委託業務を適切に実施してお
り、本業務を完遂できる団体は同機構以外にないこと
から、同機構と随意契約を行うこととしたものであ
る。

総合政策部
産業政策課

6

地域食資源高付加価値
化推進事業（農山漁村
発イノベーション都道
府県サポート事業）に
係る業務の委託

農山漁村発イノベー
ション都道府県サ
ポート事業に係る①
農山漁村発イノベー
ション等の取組に関
する相談対応、②地
域支援検証委員会の
開催、③地域プラン
ナーの選定・審査及
び活動の評価、④プ
ランナー派遣による
支援対象事業者への
経営支援、⑤同実施
要領に規定する各種
報告業務

9,493,000
第167条の2第1項
第2号

　公益財団法人宮崎県産業振興機構は、県内中小企業
における経営基盤強化、経営の革新、技術の高度化及
び新事業の創出並びに関係組織・機関との連携の推進
等に資する事業を行うことにより、本県産業の振興及
び活力ある地域社会の形成に取り組んでいる。
　平成25年にはみやざきフードビジネス相談ステー
ションを設置、平成26年には宮崎県よろず支援拠点を
設置し、県内の農林漁業者・加工事業者等による農商
工連携や６次産業化等、地域に新たな付加価値を生み
出す取組を支援してきた。また、令和４年度より人員
を３名増員し、過年度において本県の６次産業化推進
に携わってきたノウハウを有する人員が配置され、支
援体制を強化している。
　さらに、当事業の核となる地域に新たな付加価値を
生み出す農山漁村発イノベーションに取り組む事業体
へのサポート活動について、相談内容に応じた地域プ
ランナーの派遣から各普及センターや市町村等の担当
者と連携したフォローアップまできめ細かく実施でき
る業務知識と体制を備えている。
　以上のように本県において、当事業に関する専門知
識や関係機関等のネットワークを持ち、当該役務の提
供を行える者が他に存在しないため、公益財団法人宮
崎県産業振興機構へ委託する。

農政水産部
農業流通ブラン
ド課

7

みやざきローカルフー
ドプロジェクト（ＬＦ
Ｐ）強化事業（地域食
品産業連携プロジェク
ト推進事業）に係る業
務の委託

地域食品産業連携プ
ロジェクト推進事業
にかかる①プラット
フォーム形成、②研
修会の開催、③戦略
会議の開催 ④ローカ
ルフードビジネスの
支援、⑤同交付要綱
等要綱に規定する各
種報告等業務

5,700,000
第167条の2第1項
第2号

　公益財団法人宮崎県産業振興機構は、県内事業者の
経営基盤強化、経営の革新、技術の高度化及び新技術
の創出並びに関係組織・機関との連携を推進してき
た。
　また、平成25年には、みやざきフードビジネス相談
ステーションを設置するなど、食品関連事業者の相談
対応及び課題解決に取り組んでいる。
　さらに令和４年度からは、当ステーションに公益社
団法人宮崎県農業振興公社の６次産業化サポートセン
ターの機能を移行するなど、食と農の事業者に対する
きめ細かなサポート体制を整えている。
　以上のように、本県において、農業に関する専門性
かつ６次産業化や農商工連携に対する専門知識やノウ
ハウ、そして農林漁業者や関係機関、有識者等との
ネットワークを持ち、当該契約に係る役務の提供を行
える者が他に存在しないため随意契約とする。

農政水産部
農業流通ブラン
ド課
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8
みやざき版地域経済循
環モデル構築事業に関
する業務委託

みやざき版地域経済
循環モデル構築にか
かる①参画事業者の
取組支援②研修会の
開催③戦略会議の開
催④地域食資源を活
用した商品・サービ
ス開発への助言指導
⑤地域のフードビジ
ネス支援

4,300,000
第167条の2第1項
第2号

　公益財団法人宮崎県産業振興機構は、県内事業者の
経営基盤強化、経営の革新、技術の高度化及び新技術
の創出並びに関係組織・機関との連携を推進してき
た。
　また、平成25年には、みやざきフードビジネス相談
ステーションを設置するなど、食品関連事業者の相談
対応及び課題解決に取り組んでいる。
　さらに令和４年度からは、当ステーションに公益社
団法人宮崎県農業振興公社の６次産業化サポートセン
ターの機能を移行するなど、食と農の事業者に対する
きめ細かなサポート体制を整えている。
　以上のように、本県において、農業に関する専門性
かつ６次産業化や農商工連携に対する専門知識やノウ
ハウ、そして農林漁業者や関係機関、有識者等との
ネットワークを持ち、当該契約に係る役務の提供を行
える者が他に存在しないため随意契約とする。

農政水産部
農業流通ブラン
ド課
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